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１ アクションプランの概要

（１）策定の趣旨

本市は、様々な課題に対しデジタル技術を活用することで、さらなる「市民サービスの

向上」と「業務の効率化」を達成するため、令和５年に「本巣市DX推進計画（以下、「DX

推進計画 」という。）」を策定しました。

DX推進計画では、３つの基本方針に基づいてデジタル化を進めることとしており、そ

の具体的な事業を示すものとして「本巣市DX推進計画アクションプラン （以下、「アク

ションプラン」という。）」を策定し、本市のデジタル化に取り組みます。

（１）市民の利便性の向上

「市民が自分にとって最適な方法を選んで行政サービスの手続きをしたり、利

用できる環境を目指します。」

（２）市民にわかりやすい情報の提供

「市政に関する情報を積極的にわかりやすく提供する機会を充実し、市民が自

分にとって最適な方法で情報を受け取ることができるよう目指します。」

（３）デジタル化の推進

「限られた職員でも行政サービスを維持していくため、デジタル技術の活用に

よる業務効率化を図り、丁寧に市民に対応できる姿を目指します。」

DX推進計画における３つの基本方針
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（２）位置付け

アクションプランは、本市のDXを計画的かつ効果的に進めるために、具体的に実施す

る事業を示すものです。

また、本巣市デジタル田園都市構想総合戦略（第３期本巣市総合戦略）と連携し、様々

な分野でデジタル技術を活用することで地域の課題解決を図るものとし、第3期総合戦略

の推進をデジタル技術が下支えする役割を担います。

本巣市ＤＸ推進計画

本巣市第２次総合計画

整合・補完

第４次本巣市行財政改革大綱

自
治
体
D
X
推
進
計
画

デ
ジ
タ
ル
改
革
関
連
6
法

国の法令、計画

連携

など

アクションプラン

第
３
期
本
巣
市
総
合
戦
略

具体的な事業

準拠
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（３）基本姿勢

デジタル技術の導入や拡充においては、「タイミングの見極め」が重要です。特に、デジ

タル技術がニーズに追いついていない場合や、逆にニーズがデジタル技術に追いついてい

ない場合には注意が必要です。また、市の財源は有限であり、優先順位を考慮して事業を

見送ることもあるため、アクションプランの実行に際しては、導入や拡充を前向きに検討

しつつ、最終的には「タイミング」を重視し、市全体の優先順位に基づいて判断すること

とし、誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化を実現することを基本姿勢とします。

アクションプランを実行するにあたっての基本姿勢

課題を発見 新たな技術の登場

見合う技術があるか？

・検証

・有効性の見込み

真にニーズがあるか？

タイミングの見極め

・分析

・デジタル化の検討

効果は？財源は？

（イニシャルコスト、ランニングコスト）

市としての優先順位づけ

優先順位：高

⇒予算化・導入・運用開始

優先順位：（今は）低

⇒来たるべきタイミングに備えて

次代に引継ぎ

誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化の実現
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（４）実施期間及び進捗管理

アクションプランの実施期間は、ＤＸ推進計画に合わせ、令和９年度（２０２７年度）

までとします。

なお、社会情勢の変化やデジタルの進展、国の動向等を踏まえ、毎年度、進捗の確認・

評価を行い、必要に応じて内容の修正や追加を行います。

R5

2023

R6

2024

R7

2025

R8

2026

R9

2027

DX推進計画

アクション

プラン

中間見直し

進捗確認・評価

修正・追加

進捗確認・評価

修正・追加

進捗確認・評価

修正・追加
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２ 基本方針別事業

本市のデジタル化に向けた各事業は、DX推進計画で定めた３つの基本方針に沿って進

めます。

基本方針（大分類）
事業

番号
事業名

（１）

市民の利便性の向上

① 書かない窓口の拡充 総合戦略

② 口座登録システムの導入

③ 行政手続きのオンライン化の推進 総合戦略

④ キャッシュレス決済の拡充

⑤ 商品券のデジタル化

⑥ 施設予約システムの拡充

⑦ 施設鍵管理システムの導入

⑧ バスロケーションシステムの拡充 総合戦略

⑨ 電子図書館の実現

（２）

市民にわかりやすい

情報の提供

① SNSによる情報発信の推進 総合戦略

② SMSによる通知

③ 子育て支援サイト・アプリによる情報発信の充実 総合戦略

（３）

デジタル化の推進

① デジタル人材の育成

② RPAの推進

③ AI 技術の活用

④ 情報セキュリティ対策の強化

⑤ ペーパーレス会議システムの導入

⑥ 電子決裁の推進

⑦ GIGAスクールの推進

⑧ 庁内GIS 統合の推進

⑨ AI による衛星画像解析技術を用いた漏水リスク調査の推進

⑩ 水道スマートメーターの推進

⑪ スマート農業技術の導入支援 総合戦略

⑫ 有害鳥獣による農作物被害遠隔監視 総合戦略
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (1)-①

事業名 書かない窓口の拡充 総合戦略

担当部署 企画広報課（窓口部会を構成する各課）

概要
書かない窓口を拡充することで、より便利で利用しやすい窓口を目指しま

す。

現状・課題

現在、市民課や税務課の２０種類の申請書については、「事前申請システ

ム」や「顔認証付きカードリーダーCaora（カオラ）」などの申請書作成支

援システムにより、申請書の自動作成（書かない窓口）を実現しています。

しかし、申請書の自動作成に対応していないものについては、現在も手書

きで申請書を作成しています。

取組内容

申請書の自動作成に対応していない申請書についても、申請書作成支援シ

ステムによる自動作成が可能かを調査・検討します。調査・検討の結果、可

能なものについては、令和１０年度から順次申請書作成支援システムに追加

し、書かない窓口を拡充していきます。

期待される

効果

申請書作成支援システムにより、申請書が自動で作成されるため、市民の

利便性が向上します。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・システム未対応申請書

の洗い出し

・システム追加に向けて

の課題の洗い出し

・課題への対応策の検討 ・課題への対応

・追加する申請書の決定

成果指標 － － －

書かない窓口対象申請書の拡充の調査・検討
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (1)-②

事業名 口座登録システムの導入

担当部署 会計課（収納部会を構成する各課）

概要
口座登録システムを導入することによりキャッシュカードだけで市税等

の口座振替申込手続きが可能となります。

現状・課題
市税等の口座振替を申し込むには、口座振替依頼書に記入し、金融機関の

窓口に提出する必要があります。

取組内容
キャッシュカードだけで市税などの口座登録ができるシステムを導入し、

口座振替の利用を促進します。

期待される

効果

キャッシュカードだけで口座振替の申込みができ、口座振替依頼書への記

入が不要となるため、市民の利便性が向上します。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・システム導入

・システム運用開始

・口座振替利用促進

・運用課題の洗い出し

・運用課題への対応策の

検討

・運用課題への対応

・口座振替利用促進

・システム運用継続

・運用課題の洗い出し

・運用課題の対応策への

検討

・運用課題への対応

・口座振替利用促進

・システム運用継続

・運用課題の洗い出し

・運用課題への対応策の

検討

成果指標

年間登録件数（件／累計）

200 400 600

口座登録システムの導入・運用
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アクションプラン取組項目票

＜参考＞

自治体の行政手続のオンライン化に係る手順書（令和６年４月：総務省）

事業番号 (1)-③

事業名 行政手続きのオンライン化の推進 総合戦略

担当部署 企画広報課（窓口部会を構成する各課）

概要
オンライン申請できる行政手続きを拡充することで、市民の利便性の向上

を図ります。

現状・課題

令和6年12月末の時点で、92の行政手続きがオンラインで行えるよう

になっています。

しかし、令和6年度に調査を行ったところ、209の行政手続きについて

オンライン化が可能であることが判明しました。

取組内容

オンライン化が可能である 209 の行政手続きについて、処理件数が多

く、オンライン化の実施が市民の利便性の向上や業務の効率化に寄与すると

考えられる手続きから順次オンライン化を実施します。

期待される

効果

時間や場所を問わず申請が可能になることで、市民の利便性が向上しま

す。また、紙による申請書類の処理から電子データによる処理に移行するこ

とで業務効率も向上します。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標 ・オンライン化の実施 ・オンライン化の実施 ・オンライン化の実施

成果指標

オンライン化した行政手続き（件／累計）

160 230 301

行政手続きのオンライン化の実施
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (1)-④

事業名 キャッシュレス決済の拡充

担当部署 税務課（収納部会を構成する各課）

概要
キャッシュレス決済機能を拡充することにより、市民の利便性の向上を図

ります。

現状・課題

市税等の納付では、納付書のバーコードをスマートフォンで読み取ること

で各種決済アプリを利用して納付することが可能です。また、窓口に設置さ

れたセミセルフレジやオンライン申請でもキャッシュレスでの納付が可能

となっています。

しかし、二次元（QR）コードによる決済は、決済サービスごとに異なる

二次元コードを用意する必要があり、利便性の高い統一規格による二次元コ

ードで納付できる市税等は固定資産税、軽自動車税に限られています。

取組内容
統一規格の二次元コードで納付できる市税等の拡充を図るため、市県民

税、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料について検討します。

期待される

効果

二次元コードで納付できる市税等を拡充することにより、市民の利便性が

向上します。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・拡充に向けた課題の洗

い出し

・課題への対応策の検討

・課題への対応

・拡充

（市県民税、国民健康保

険税）

・拡充

（後期高齢者医療保険

料）

成果指標

二次元コードで納付できる市税等（件／累計）

２ ４ ５

二次元コードで納付できる市税等の拡充
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (1)-⑤

事業名 商品券のデジタル化

担当部署 商工観光課

概要
紙で発行している商品券をデジタル化することで市民の利便性の向上を

図ります。

現状・課題
紙の商品券は、購入する場所・時間が限られ、また1円単位で使用する

ことができません。

取組内容

商品券のデジタル化の効果について調査・検討します。調査・検討の結果、

デジタル化が可能な場合は令和８年度にデジタル化をします。また、令和８

年度に商品券のデジタル化の実施効果の検証およびデジタル地域通貨の導

入について検討を行い、導入可能である場合は令和９年度にデジタル地域通

貨を導入します。

期待される

効果

商品券をデジタル化することで、商品券の購入が時間や場所を選ばずに行

えるようになり、商品券を持ち歩く必要もなくなります。また、１円単位で

の使用が可能となるため市民の利便性が向上します。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

〔商品券のデジタル化〕

・実施済自治体の調査

・実施に向けた課題の洗

い出し

・課題への対応策の検討

・課題への対応

・商品券のデジタル化

〔デジタル地域通貨〕

・導入済自治体の調査

・導入の課題の洗い出し

・課題への対応策の検討

・課題への対応

・デジタル地域通貨の導

入

成果指標 － － －

商品券のデジタル

化の調査・検討

・商品券のデジタル化

の実施

・デジタル地域通貨の

導入検討

デジタル地域通貨の

導入
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (1)-⑥

事業名 施設予約システムの拡充

担当部署 社会教育課（施設管理を行う各課）

概要
体育施設を対象に運用している施設予約システムの対象施設を拡充しま

す。

現状・課題

現在、運用している「本巣市社会教育施設予約システム」によりオンライ

ンで予約できる施設は、３１の体育施設のみとなっており、他の公共施設は

オンライン予約ができない状況です。

取組内容

体育施設以外の施設についてもオンラインで予約できるように、各施設の

運用ルール等の見直しやシステムの改修を検討します。検討の結果、オンラ

イン化が可能である施設については、令和１０年度以降にオンライン化をし

ます。

期待される

効果

体育施設以外の施設についても、予約手続きをオンライン化することで手

続きの簡素化や手続きにかかる時間が短縮し、利用者の利便性が向上しま

す。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・対象施設の洗い出し

・オンライン化による課

題の洗い出し

・対象施設の選定

・課題への対応策の検討

・課題への対応

・対象施設の決定

成果指標 － － －

施設予約システム対象施設の拡充の検討
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (1)-⑦

事業名 施設鍵管理システムの導入

担当部署 社会教育課（施設管理を行う各課）

概要
遠隔制御が可能なスマートロックやスマートキーボックスを導入するこ

とで施設の鍵の受け渡しが不要になり、利用者の利便性が向上します。

現状・課題

社会体育施設など管理人が不在の施設を利用する際には、施設を利用する

ごとに鍵の借用と返却のために公民館などに足を運ぶ必要があり、利用者の

負担となっています。

取組内容

スマートロックやスマートキーボックスの導入および施設予約システム

との一体運用について調査・検討します。調査・検討の結果、導入が可能で

ある施設は令和１０年度以降に施設予約システムの拡充に合わせて導入し

ます。

期待される

効果
鍵の受渡しがなくなるため、利用者の利便性が向上します。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・導入済自治体の調査

・対象施設の洗い出し

・導入の課題の洗い出し

・対象施設の選定

・課題への対応策の検討

・課題への対応

・対象施設の決定

成果指標 － － －

施設鍵管理システムの導入の検討
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (1)-⑧

事業名 バスロケーションシステムの拡充 総合戦略

担当部署 総務課

概要
導入済みのバスロケーションシステムに、地図によるバスの位置情報表示

機能と乗降者のカウント機能を拡充します。

現状・課題

現在、運用しているバスロケーションシステムは文字情報のみであり、地

図によるリアルタイムの位置情報を表示できないため、利用者・職員ともに

正確なバスの位置を把握することができません。また、乗降者のカウントを

手作業で行っているため、運転手の業務に負担がかかっています。

取組内容

バスにGPS装置を搭載し、現在地をリアルタイムで地図に表示する機能

とバスの搭乗口にカメラセンサーを設置し、乗降車人数を自動的にカウント

する機能の拡充について調査・検討します。調査・検討の結果、機能の拡充

が可能である場合は、令和１０年度以降に拡充します。

期待される

効果

バスの位置情報をリアルタイムで地図上で確認できるため、利用者はより

正確にバスの位置を把握でき、待機時間の減少につながることが期待できま

す。また、乗降者の自動カウント機能により、運転手の運行業務の負担が軽

減されます。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・機能拡充の課題の洗い

出し

・課題への対応策の検討 ・課題への対応

・機能拡充の可否の決定

成果指標 － － －

GPSによる位置情報の表示、乗降者カウント機能拡充

の調査・検討
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (1)-⑨

事業名 電子図書館の実現

担当部署 社会教育課

概要
電子図書館システムを導入することにより、いつでもどこにいても本を読

むことができ、利用者の利便性が向上します。

現状・課題
現在、本を借りるには図書館まで行く必要があり、遠方の利用者ほど移動

の負担が大きい状況です。

取組内容

電子図書館システムの導入について調査・検討します。調査・検討の結果、

導入が可能である場合は令和１０年度以降に導入を検討します。

また、岐阜地域広域圏協議会において図書館サービスの広域化・共同化を

検討していることから、構成市町との調整を図りつつ導入を検討します。

期待される

効果

いつでもどこにいても本を読むことができることから利用者の利便性が

向上します。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・導入済自治体の調査

・導入の課題の洗い出し

・岐阜地域広域圏協議会

構成市町との調整

・課題への対応策の検討

・岐阜地域広域圏協議会

構成市町との調整

・課題への対応

・岐阜地域広域圏協議会

構成市町との調整

・導入の可否の決定

成果指標 － － －

電子図書館システムの導入の検討
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (2)-①

事業名 SNSによる情報発信の推進 総合戦略

担当部署 企画広報課（全課）

概要

市の公式SNS（LINE、Facebook、X、YouTube）を、それぞれの特性

を活かして運用することで、市民の利便性や有用性を高めるとともに、より

効果的かつ満足度の高い情報発信を推進します。

現状・課題

現在、市の公式SNSは LINE、Facebook、X、YouTubeを使用してお

り、オンラインでの情報発信に積極的に取り組んできました。しかし、多岐

にわたる情報や多数のツールが、かえって市民が必要とする情報にたどり着

きづらくなる原因となっています。

取組内容
令和６年度に策定した「本巣市広報戦略」に基づいて、発信する情報を整

理し、SNSの特性に合わせた情報発信（最適化）を行います。

期待される

効果

市民が必要とする情報にアクセスしやすくなり、行政サービスをスムーズ

に受けられるだけでなく、より効果的な魅力発信も可能となります。これに

より、郷土愛の醸成にもつながります。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・広報戦略の運用開始

・SNSによる情報発信

・発信する情報の整理、

最適化

・発信する情報の整理、

最適化

・SNSによる情報発信

・広報戦略の見直し

・発信する情報の整理、

最適化

・SNSによる情報発信

・広報戦略の見直し

成果指標

市公式SNSの登録者数（LINE、Facebook、X、YouTube の総計）（件／累計）

5,600 6,100 6,600

・SNSによる情報発信

・発信する情報の整理、最適化
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (2)-②

事業名 SMSによる通知

担当部署 総務課（全課）

概要
郵送などによって行っている市民への通知をSMS（ショートメッセージ

サービス）で行います。

現状・課題
郵送の場合、発送から到着までに日数を要し、費用や時間がかかるため、

令和６年度にSMSによる通知が行えるシステムを導入しました。

取組内容
郵便物を郵送することで行っていた市民への通知を SMSによる通知に

変更します。

期待される

効果

市民への通知を郵送から SMSに変更することで対象者に早期に確実に

通知が行えるとともに、印刷・郵便費用等の経費削減や、事務作業の効率化

が見込まれます。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標 ・SMSによる通知の実施 ・SMSによる通知の実施 ・SMSによる通知の実施

成果指標

SMS通知件数（件／年間）

2,900 2,900 2,900

SMSによる通知の実施
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (2)-③

事業名 子育て支援サイト・アプリによる情報発信の充実 総合戦略

担当部署 幼児教育課（子育て関係課）

概要
本巣市子育て支援サイト「もといくネット」により子育て世帯への情報発

信を行います。

現状・課題

本市の子育て関連情報は、広報紙やホームページで発信していますが、子

どもの年齢に合わせた情報を得られやすくするため、平成29年度から「本

巣市子育て支援サイト（もといくネット）」を開設し、ウェブサイトとアプ

リで情報を発信しています。

情報を発信するだけではなく、利用者のニーズや状況に合わせた情報発信

を行っていく必要があります。

取組内容

子育て世帯への情報提供の方法として、今後も子育て支援サイト・アプリ

を活用して情報を発信します。発信する情報の内容をより充実させ、利用し

やすく改善していきます。

期待される

効果

子育て関連情報が集約されており、子どもの年齢に合わせた情報がすぐに

得られ、市民の利便性が向上します。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・情報発信の実施

・改善点の洗い出し

・改善の実施

・情報発信の実施

・改善点の洗い出し

・改善の実施

・情報発信の実施

・改善点の洗い出し

・改善の実施

成果指標

マイページ登録者数（件／累計）

330 360 390

もといくネットによる情報発信の実施
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (3)-①

事業名 デジタル人材の育成

担当部署 企画広報課（全課）

概要 デジタル技術を習熟し活用できる人材を育成します。

現状・課題

令和5年度から、各課のDX推進リーダーを対象にデジタル技術の活用

に関する知識を深め、デジタル技術を活用した業務改善を実行できるように

するための研修を実施することで、デジタル人材の育成に取り組んでいま

す。

デジタル化に積極的な職員が存在する一方で、職場全体ではデジタル技術

と業務を結びつけることができる人材が不足しています。

取組内容

DX推進リーダーを対象として、最新のデジタル技術、DXの手法に関す

る研修を実施します。

研修で得られた成果を他の職員と共有し、業務に活用します。

期待される

効果

各課のDX推進リーダーを育成することで、DX推進リーダーが中心とな

って全庁的なDXを推進することができます。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・デジタル人材育成研修

の実施（年５回以上）

・研修成果の共有、活用

・デジタル人材育成研修

の実施（年５回以上）

・研修成果の共有、活用

・デジタル人材育成研修

の実施（年５回以上）

・研修成果の共有、活用

成果指標

DXを活用した業務改善（業務数／累計）

１ ２ ３

デジタル人材育成研修の実施
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アクションプラン取組項目票

＜参考＞

自治体におけるRPA導入ガイドブック（令和５年６月：総務省）

事業番号 (3)-②

事業名 RPAの推進

担当部署 企画広報課（全課）

概要

一部の業務で使用しているRPAを他の業務にも拡充します。

注）RPA･･･「Robotic Process Automation」の略語で、パソコンで行っ

ている事務作業を自動化できるソフトウェアロボット技術のことです。

現状・課題

現在、市民課の異動受付支援システムで読み取った異動情報を住民記録シ

ステムに転記する作業をRPAで自動化していますが、他の業務での自動化

が実現できていません。

取組内容
RPAによる業務の自動化の効果について調査・検討します。自動化でき

る業務については令和１０年度以降に順次自動化します。

期待される

効果

RPAにより業務を高速かつ正確に処理することができ、職員の負担軽減

につながります。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・自動化できる業務の洗

い出し

・自動化に向けた課題の

洗い出し

・課題への対応策の検討 ・課題への対応

・自動化する業務の決定

成果指標 － － －

業務の自動化の調査・検討
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アクションプラン取組項目票

【生成AI】

【AI 議事録】

事業番号 (3)-③

事業名 AI 技術の活用

担当部署 企画広報課（全課）

概要 企画立案や議事録の作成においてAI 技術を活用します。

現状・課題

現在、企画立案における知恵出し、アイデア出しを職員の発想に頼ってお

り、議事録の作成はメモや録音データから手作業で文字起こしを行っていま

す。

取組内容

生成AI については、令和７年度に実証実験を行い、令和８年度に導入し

ます。

AI 議事録については、令和８年度に実証実験を行い、令和９年度に導入

します。

期待される

効果

生成AI 技術を利用することで、企画の立案において柔軟なアイデアを生

み出すことができるようになります。また、AI を使った議事録作成により、

議事録の作成にかかる事務的な負担が軽減されます。

これらAI 技術を活用することで、業務の生産性と効率性が向上します。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標 ・実証実験 ・導入、運用開始 ・運用継続

成果指標 －
年間100時間の業務時間

削減（１人当たり R7比）

年間 10 時間の業務時間

削減（１人当たり R8比）

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標 － ・実証実験 ・導入、運用開始

成果指標 － －
作業時間５割削減

（R８比）

生成 AI の実証

実験

AI 議事録の実証

実験

生成AI の導入・運用

AI 議事録の

導入・運用
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (3)-④

事業名 情報セキュリティ対策の強化

担当部署 企画広報課（全課）

概要
情報セキュリティ研修を実施し、組織全体の情報セキュリティ対策の強化

を図ります。

現状・課題

法令や情報セキュリティポリシーに基づき、組織的、物理的、技術的な情

報セキュリティ対策の実施に努めています。DXを推進するためには組織全

体で、より堅固なセキュリティ体制を構築することが不可欠であり、職員一

人ひとりの意識を一層高める必要があります。

取組内容
IT リーダー・サブリーダーを対象とした情報セキュリティ研修を実施し

ます。

期待される

効果

IT リーダー・サブリーダーが中心となり、情報セキュリティ対策の意識

が組織全体に広がることで、情報セキュリティ対策が一層強化されます。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標
・情報セキュリティ研修

の実施

・情報セキュリティ研修

の実施

・情報セキュリティ研修

の実施

成果指標

情報セキュリティの重大インシデントの発生（件／年間）

0 0 0

情報セキュリティ研修の実施
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (3)-⑤

事業名 ペーパーレス会議システムの導入

担当部署 企画広報課（全課）

概要 ペーパーレス会議システムを導入し、紙と印刷コストを削減します。

現状・課題
会議資料は印刷・配布しており、紙の購入費用、印刷コスト、印刷業務の

負担が発生しています。

取組内容
令和７年度に予定している職員の事務パソコンの更新に併せてペーパー

レス会議システムの実証実験を行い、令和８年度に本格運用を開始します。

期待される

効果

紙の使用を減らし、印刷にかかる費用を抑えることで持続可能な社会の実

現に寄与します。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標 ・実証実験 ・導入、運用開始 ・運用継続

成果指標 －

紙の削減率(R2から R6までの５年間の平均値と比較)

20％ 30％

ペーパーレス

会議システムの

実証実験

ペーパーレス会議システムの運用
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (3)-⑥

事業名 電子決裁の推進

担当部署 総務課（全課）

概要
電子決裁を活用することで、書類の削減を図り、意思決定のスピード向上

を実現します。

現状・課題

電子決裁の導入にあたっては、運用手引き等により統一的な運用方法を示

したうえで令和６年７月から試験運用を開始しました。すべての職員が電子

決裁に慣れ、安定的な運用が浸透するには相応の期間を要します。

取組内容
運用に関する意見等も踏まえながら、改善が必要な点については随時手引

き等を更新し、令和７年度から本格運用を開始します。

期待される

効果

電子決裁を推進することで紙の購入費用や印刷コストの削減、意思決定の

スピード向上につながります。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・本格運用開始 ・運用継続

・手引きの見直し

・運用継続

・手引きの見直し

成果指標

電子決裁件数（件／年間）

11,000 12,500 14,000

電子決裁システムの運用
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (3)-⑦

事業名 GIGAスクールの推進

担当部署 学校教育課

概要
GIGAスクール端末の活用を促進し、児童生徒の「自ら考え主体的に行動

できる力」を育成します。

現状・課題

令和3年度からGIGAスクール端末の運用が始まりましたが、端末の性

能が授業支援ツールに適応できていなかったり、ネットワーク環境が不十分

であったため、端末を活用した授業が思うように進展していない状況です。

取組内容
GIGAスクール端末の更新とネットワーク環境の増強を行い、GIGAスク

ール端末を利用する授業の実施を推進します。

期待される

効果

教職員が ICT教育に取り掛かり易くなり、端末で授業支援ツールを活用

して可能となる「子どもに委ね、子どもが学びとる授業」が広がります。

これにより、児童生徒の「自ら考え主体的に行動できる力」が伸び、学習

能力の向上が見込まれます。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標
・GIGAスクール端末更新

・ネットワーク増強

・GIGAスクール端末の

活用促進

・GIGAスクール端末の

活用促進

成果指標

GIGAスクール端末を活用する授業日の割合（％）

80 90 100

ネットワークの増強

GIGAスクール端末の

更新

GIGAスクール端末の活用促進
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アクションプラン取組項目票

内訳１）道路台帳図、地番図、航空写真、都市計画情報、都市計画基本図、林地台帳、公図

内訳２）道路台帳図、地番図、航空写真、都市計画情報、都市計画基本図、林地台帳、公図、官民境界、

道水路占用、上下水道台帳、農道台帳、農業振興地域地図

事業番号 (3)-⑧

事業名 庁内GIS 統合の推進

担当部署 企画広報課（地図データを保有する各課）

概要 庁内の個別GIS システムの統合を推進します。

現状・課題

令和５年度に導入した統合型GIS には、公図、道路台帳図、都市計画基

本図など７つの業務地図を統合し、業務地図データを基に「都市計画マッ

プ」、「道路マップ」をインターネットで公開しています。

現状では、庁内の全ての個別GIS が統合できていない状況です。

取組内容 統合できていない個別GIS の統合を推進します。

期待される

効果

個別GIS を統合することにより、システムの共通化によるコストの削減、

地図データの共有による業務の効率化につながります。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・庁内GIS 統合の推進

・統合できていない個別

GIS の洗い出し

・庁内GIS 統合の推進

・統合できていない個別

GIS の統合の検討

・庁内GIS 統合の推進

・統合できていない個別

GIS の統合の検討

成果指標

統合した業務地図（件／累計）

７

（内訳１）

１２

（内訳２）

１２

（内訳２）

庁内GIS 統合の推進
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アクションプラン取組項目票

注 1）年間配水量に対する年間有収水量の割合を示すもので、水道施設を通して供給される水量が、

どの程度収益につながっているかを表す指標の１つ。

注2）令和９年度の活動指標・成果指標については連携都市と調整のうえ、今後設定します。

事業番号 (3)-⑨

事業名 AI による衛星画像解析技術を用いた漏水リスク調査の推進

担当部署 上下水道課

概要 AI による衛星画像解析技術を用いた漏水リスク調査を推進します。

現状・課題

令和６年度に、連携都市（岐阜市、羽島市）と共同でAI による衛星画像

解析技術を用いた漏水リスク調査を行う体制を整備し、漏水リスク調査を実

施しました。

取組内容

引き続き連携都市と共同で３年ごとにAI による衛星画像解析技術を用い

た漏水リスク調査を実施し、調査結果に基づく漏水箇所の修繕を実施しま

す。

期待される

効果

衛星画像等のビッグデータをAI 解析し、管路の漏水リスク判定を行うこ

とによって、従来と比べて音聴調査範囲を大幅に絞り込め、効率的な漏水調

査が可能となります。また、得られた漏水リスクデータは漏水調査のほか管

路更新計画にも活用し、有収率（注1）の向上を目指します。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度（注2）

活動指標

音聴調査実施率（％）

100 50 －

管路更新計画への活用回数

1 1 －

成果指標

漏水１か所あたりの調査費用（千円）※連携都市の平均値

185 185 －

防止漏水量（m3） ※R3・R4年度平均値1,042,843m3

1,100,000 1,100,000 －

有収率（％） ※連携都市の平均値

73.4 73.5 －

漏水リスク調査の

実施
漏水リスク調査に基づく修繕
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アクションプラン取組項目票

注）年間配水量に対する年間有収水量の割合を示すもので、水道施設を通して供給される水量が、

どの程度収益につながっているかを表す指標の１つ。

事業番号 (3)-⑩

事業名 水道スマートメーターの推進

担当部署 上下水道課

概要
水道メーターのスマート化を推進することで検針業務の自動化を進めま

す。

現状・課題
令和６年度に、根尾地域にスマートメーターを導入し、検針業務を自動化

しました。

取組内容 引き続き根尾地域においてスマートメーターを運用します。

期待される

効果

検針業務の負担軽減のほか、宅内での漏水早期発見や独居高齢者世帯等の

在宅状況、安否状況の把握が可能となります。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

ＳMＳによる異常水量等の通知率（％）

65 68 71

高齢者見守りサービス対象件数

80 100 100

成果指標

有収率（％）（注）

74.0 74.5 74.7

水道サービス満足度アンケート ※５段階評価の平均値

3.5 4.0 4.0

見守りサービスに係るアンケート ※５段階評価の平均値

3.5 4.0 4.0

水道スマートメーターの運用
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (3)-⑪

事業名 スマート農業技術の導入支援 総合戦略

担当部署 農政課

概要
ICTやロボット技術、AI 等を活用したスマート農業技術の導入支援を実

施します。

現状・課題

高齢化による農業従事者の減少が進行しており、担い手の確保や世代交代

が重要であることから、農業技術の省力化・効率化を支援する必要がありま

す。

取組内容
農家が ICTやロボット技術、AI 等を活用したスマート農業技術を導入す

る支援を実施します。

期待される

効果

スマート農業の普及が進むことで、農業の効率化や生産性が向上し、持続

可能な農業の実現につながります。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標 ・導入支援の実施 ・導入支援の実施 ・導入支援の実施

成果指標

導入経営体数（経営体／累計）

16 17 18

スマート農業技術の導入支援の実施
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アクションプラン取組項目票

事業番号 (3)-⑫

事業名 有害鳥獣による農作物被害遠隔監視 総合戦略

担当部署 農政課

概要 有害鳥獣による農作物被害遠隔監視を実施します。

現状・課題

現状では、農作物に被害が生じてから、当該農地に罠を設置することとな

るため被害の未然防止となっていません。

また、捕獲罠を設置した場合は、捕獲の状況を毎日見回る必要があり、負

担となっています。

取組内容 有害鳥獣捕獲のための遠隔監視システムを導入します。

期待される

効果

設置した罠周辺の状況を常時遠隔監視でき、捕獲時にはリアルタイムで通

知が届くため、現地での確認パトロールが不要になります。また、監視画像

を用いて野生動物の生態や行動を分析することで、効率的な罠の設置が可能

となります。

実施スケジ

ュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度

指標 令和７年度 令和８年度 令和９年度

活動指標

・先進事例の調査

・実施方法の検討

・実証実験の実施 ・遠隔監視の実施

成果指標 － －

有害鳥獣捕獲頭数

（匹・頭・羽/単年）
ニホンザル 100

ヌートリア等 20

カラス 6

有害鳥獣による農作物被害遠隔監視の

実施の検討
遠隔監視の実施
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